
H17 26,534人 H17 10,110戸 第 ２ 次 第 ３ 次 構成比 増減率 決　算　額 構成比 増減率 充 当 一 般 経 常 一 般

H22 24,423人 H22 9,588戸 2,161人 7,224人 ％ ％ (千円) ％ ％ 財源(千円) 財源(千円)

増減率 △ 8.0% 増減率 △ 5.2% 15.4% 51.4% 9.5 △ 4.6 4,112,159 22.1 2.5 3,771,457 3,710,550 33.0

H25.3.31 24,392人 人口密度 面積 人口集中地区 1,558人 6,683人 1.5 △ 5.9 2,469,239 13.3 1.6 2,335,319 2,275,629 20.2

H24.3.31 24,623人 51人 477.59㎢ - 12.5% 53.8% 0.0 △ 20.4 2,067,495 11.1 5.6 632,560 629,223 5.6

0.0 △ 6.6 2,742,501 14.7 1.3 2,677,938 2,329,610 20.7

0.0 14.4 2,480,150 13.3 2.9 2,423,881 2,075,553 18.4

1.2 △ 2.8 262,351 1.4 △ 11.3 254,057 254,057 2.3

0.0 △ 15.0 - - - - - -

0.3 28.3 8,922,155 47.9 2.8 7,081,955 6,669,383 59.3

0.0 △ 92.6 2,491,991 13.4 2.8 1,582,835 1,441,877 12.8

48.6 4.2 187,647 1.0 △ 45.5 176,867 176,867 1.6

普通交付税 41.6 △ 0.1 1,412,081 7.6 1.1 809,536 695,101 6.2

特別交付税 7.0 40.0 1,728,874 9.3 2.8 1,522,919 1,353,086 12.0
震災復興特別交付税 - 皆減 649,175 3.5 △ 30.4 638,963 - -

61.1 2.0 - - - - - -

0.0 △ 4.0 9,950 0.1 △ 50.3 - - -

1.2 18.0 - - - -

2.2 1.2 3,219,968 17.3 25.0 1,512,920

0.4 △ 1.1 41,378 0.2 106.5 41,378

9.7 2.9 1,597,097 8.6 △ 33.2 685,957

9.2 △ 0.5 補 助 事 業
費

638,434 3.4 △ 51.8 191,380

0.3 4.6 単 独 事 業
費

591,102 3.2 △ 28.1 313,874

0.1 △ 65.0 県営事業負担金 365,459 2.0 53.7 180,598

5.0 221.0 受託事業(補助） 2,102 0.0 △ 73.4 105

5.2 2.4 受託事業(単独） - - - 0

1.3 5.8 1,622,871 8.7 774.9 826,963

4.4 △ 34.0 - - - -

100.0 2.9 18,621,841 100.0 2.8 13,325,995

構成比 増減率 超過税分 決　算　額 構成比 増減率 一般財源

有 274,512千円 1,324千円 7 354人 (％) (％) (千円) (千円) (％) (％) (千円)

無 43千円 78,148千円 2 62人 40.8 △ 3.2 12,192 195,130 1.0 △ 15.3 195,130

無 272千円 95,134千円 1 12人 個 人 33.6 0.6     - 3,005,561 16.1 △ 2.1 2,411,915

無 123千円 40,023千円 2 9人 法 人 7.2 △ 17.6 12,192 4,463,924 24.0 △ 3.7 2,664,892

無 1千円 57,309千円 - 1人 45.7 △ 6.2     - 1,025,681 5.5 △ 34.4 815,288

無 2千円 4,123千円 - 376人 3.9 △ 0.3     - 68,739 0.4 △ 74.3 8,083

- 159,552千円 285,792千円 11 108.5【参考値】100.2 7.4 △ 3.9     - 2,032,133 10.9 17.0 1,051,813

- 466千円 667,708千円 2 -     -     - 463,769 2.5 △ 4.9 343,301

- 93,780千円 497,633千円 8 97.8 △ 4.6 12,192 902,171 4.8 △ 18.2 600,124

2.2 △ 5.6     - 685,669 3.7 6.7 553,967

814,000円 569,800円 入 湯 税 1.1 △ 3.8     - 1,413,692 7.6 △ 4.0 1,176,581

653,000円 555,050円 都市計画税 1.1 △ 7.3     - 1,622,871 8.7 774.9 826,963

585,000円 497,250円 2,742,501 14.7 1.3 2,677,938

402,000円 - - -     - -

362,000円 - - -     - -

340,000円 - 100.0 △ 4.6 12,192 18,621,841 100.0 2.8 13,325,995

固定資産税 都市計画税

個人均等割 介護分均等割

8,700円

介護分平等割

個人所得割 4,800円

介護分所得割

1.9%

国保分均等割

合 計

1.4%

4,661人

1,865,221

-

取　崩　額 平成24年度末現在高

市 民 税

7.2%

-

172,187千円

4号       400千円

失業対策事業

投 資 的 経 費

普通建設事業

う ち 人 件 費

災害復旧事業

84.672,988

852,646

30,900円

国保平等割

実 質 収 支 比 率

財政力指数(単年度)

2.7%

前年度繰上充用金

23,000円

適　　用　　税　　率　　の　　状　　況

11.0%

0.1%

国　民　健　康　保　険　税

6号　　　150千円

後期高齢者所得割

14.7%

7号　　　130千円

法人税率

9号　　　　50千円

5,900円

国保分所得割

後期高齢者均等割

7,800円

後期高齢者平等割

H25.4.1

760,665

12,026,781

976,027

特 土 地 保 有 税

202,696千円 379,472千円 3,477,470千円

649,175千円

公債費に準ずる債務負担行為

一　般　職　員　等　の　状　況

職 員 数

固 定 資 産 税

軽 自 動 車 税

均　　等　　割

3号　　   410千円

公　営　事　業　会　計　の　状　況

実質公債費比率

公債費負担比率

-

地 方 債 現 在 高

-（△0.0％）

基　　　金　　　の　　　状　　　況

5,040,043千円

法
人
税
分

定 額 運 用 基 金

減 債 基 金

3,654,246千円

172,183千円

そ の 他 特 定 目 的 基 金

9,181,835千円

区　　　分

財 政 調 整 基 金

平成23年度末現在高

399,637千円

972,069千円 8,858,941千円

308,329千円 341,428千円

3,004千円 3,000千円

　平成24年度　決算状況カード

611,774千円

区　　分

202,696千円

102,681千円

9　積 立 金 取 崩  し 額　　I

5,127,952千円 196,359千円 284,268千円

22年
国調

33.2%

4,179人

33.7%

計

積　立　額

250,120千円

退 職 保 険 者 等 に 係 る 調 定 額

270,826円

132,300円

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計

一 世 帯 当 り の 調 定 額

4,358世帯

市町村類型

Ⅰ　－　0

交付税種地

Ⅰ　－　１

都道府県名

大分県

市町村名

竹田市

前年度繰上充用金

議 員

加 入 世 帯 数

市 た ば こ 税

教 育 長

20,841

諸 支 出 金

災 害 復 旧 費

市 長 19,798

82.2

公 債 費

教 育 費

90.0

86.3 土 木 費

消 防 費40,639

1,824,582

100.0

-

農林水産業費

商 工 費

100.0 (うち臨時一般財源等)

3,740,691千円

138,283

H22.4.1

被 保 険 者 一 人 当 り の 調 定 額 議 長

労 働 費

(うち経常一般財源)

10,638,399千円

財源等

一般財源　計

14,379,090千円

△79,048千円

8　繰　上　償　還　金　　　　H

105,702千円

-（△0.2％）

379,472千円

348,328千円

退 職 被 保 険 者 世 帯 に 係 る 調 定 額

被 保 険 者 数

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計

96,424円

-（△162.2％）

簡 易 水 道 事 業 特 別 会 計

-（△0.0％）

国民健康保険の状況

国民宿舎直入荘事業特別会計

農業集落排水事業特別会計

H25.4.1

改定年月日

H21.6.1

介 護 保 険 特 別 会 計

合 計

92,504千円

7,505人

166,054円

7　積　立　金　　　　　　　　　G

18.6%

-

徴収率

(％)

臨 時 職 員

(千円)

地 方 債 856,932

債 務 負 担 行 為

74,004

3,622,212千円            

18,594,026千円          手 数 料

寄 附 金財政健全化法における健全化判断比率

地方債現在高倍
率

1.644

40.5%

繰 越 金

技 能 労 務 員

将 来 負 担 比 率

7.4%

実 質 赤 字 比 率

区　　　分

3,000円

標準税率に
対する比率 6.0%

合 計

市　　　民　　　税

個
人
分

1号  　3,000千円

2号　　1,750千円

86.3

8号　　　120千円

5号       160千円

5,468

-

433,155使 用 料

5,593

237,181 -

5,593

扶 助 費

公 債 費

貸 付 金

10,626,804

- 積 立 金

投 資 及 び 出 資 金

3,618

元 金 償 還 金

-

1,960

539

1,960

539

3,618

60,394

1,018,721

19,682,936

534258,608諸 収 入

-

10,638,399 合 計

区　　　分

歳　　　　出（目的別）

決　算　額

市　　　　税

合 計

91.8%

歳　　　　出（性質別）

人 件 費

経常収支
比率(%)

維 持 補 修 費

経常収支比率

区　　　分

義務的経費 小計

う ち 職 員 給

補 助 費 等

物 件 費

人　　　　　　口

国
調

住基
人口

１7年
国調

第 １ 次

896,587千円

243,556千円

平成23年度平成24年度区　　　分

4　翌年度へ繰越すべき財源
　　　　　　　　　　　　　　　　　D

5　実　質　収　支　(C-D) 　E 817,539千円

標 準 財 政 規 模122,134千円

繰 入 金

財 産 収 入 55,084

18,374

基準日Ｈ25.4.1
ラスパイレス指数は前年度

一般職員（教育長除く）

う ち 消 防 職 員

-

配 当 割 交 付 金

自 動 車 交 付 金

1,379,136

株 式 割 交 付 金

地 方 消 交 付 金

ｺ ﾞ ﾙ ﾌ 場 交 付 金

小 計

交通安全交付金

分担金・負担金

地方特例交付金

地 方 交 付 税

0.237(0.236)

11,307,013千円

-

－（△11.90％）

－（△7.23％）

国
調

世　帯　数 産　業　構　造 歳　　　　入

1,844,380

287,018

(千円)

決　算　額

地 方 譲 与 税

経常一般財源区　　分

就
業
人
口 利 子 割 交 付 金

区　　　分

地 方 税

(千円)

1,865,221

287,018

10,336,314千円

11,256,231千円

経常一般財源

(うち経常一般財源)

10,638,399千円

(うち臨時財政対策債)87.7 議 会 費

総 務 費86.2

97.2%

経常経費充当一般財源

2,490,259千円            

県 支 出 金

臨時財政対策債を除く-1,911,672

1,810,804 -

国 庫 支 出 金

-

目 的 税
報酬月額

ｶｯﾄ後
報酬月額

副 市 長 H22.4.1

水 道 事 業 会 計

ラ ス パ イ レ ス 指 数

特　　　別　　　職

-

617,832千円

(うち減収補てん債特例分)

133,667

副 議 長

小 計

民 生 費

衛 生 費83.4

95.1

626,998

教 育 公 務 員

-（△1.2％）

繰 出 金

一時借入利子

指　標　等区　　　分

8,524

8,183,597

8,183,597

233,034 利 子 償 還 金233,034

3,740

8,524

60,394

3,740

9,562,733

8,183,597

8,443,932千円

1,991,436千円

2,505,584千円

決　算　収　支　の　状　況 指　　　標　　　等

1　歳　入　総　額　　　　　　A

2　歳　出　総　額　　　　　　B

3　歳入歳出差引額(A-B)　C

19,682,936千円

18,621,841千円

1,061,095千円

19,125,057千円

18,106,336千円

1,018,721千円

基準財政需要額

基準財政収入額

標 準 税 収 入 額

事    業    名
法適用
の有無

資金剰余額
（実質収支額）

普通会計
からの繰入額

職員数
資金不足

比率

10　実 質 単 年 度 収 支
     (F+G+H-I)              　J

6　単　年　度　収　支　　　　F

連結実質赤字比
率

403,391千円

浄化槽整備推進事業特別会計

国民宿舎久住高原荘事業特別
会 計

-（△0.0％）

H25.4.1


